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第１章 計画策定の目的等 

 

1. 背景と目的 

本市が保有する学校・市営住宅等の公共施設や道路・橋りょう等のインフラ施設（以下、「公共

施設等」という。）の多くは、高度経済成長や昭和４０年代から５０年代にかけての人口増加に伴

い、市民ニーズに応えるように整備されてきました。今後、これらの施設の多くが老朽化に伴う

更新・改修等の時期を迎えることから、多額の財政負担が生じることが見込まれています。 

公共施設等の改修・更新等については、施設の老朽化度合はもとより、人口減少や少子高齢

化による市民ニーズの変化や本市の財政状況も踏まえて取り組んでいく必要があります。 

このことから、本市では、平成２９年２月に「松山市公共施設等総合管理計画（以下、「総合管

理計画」という。）」並びに「松山市公共施設再編成計画（以下、「再編成計画」という。）」を策定し、

国の指針に基づき一部改訂を行いながら、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進して

きました。 

今回は、計画期間１０年が満了したことに伴い、今後の人口推計や本市の財政状況の分析、公

共施設等の更新に係る将来経費の試算等を行った上で、健全な財政運営を持続しながら安全・

安心な公共施設等が提供できるよう、総合管理計画を全面的に改定しました。 

今後は、この計画を基本として、施設保有量の最適化や、コスト意識を持った維持管理等を行

いながら公共施設等の老朽化対策を進めていきます。 

 

2. 対象施設 

総合管理計画は、本市が所有する公共施設（ハコモノ）とインフラ施設を対象とします。 

なお、公共施設（ハコモノ）は、庁舎、学校、市営住宅、スポーツ施設等の行政財産として供して

いる公用・公共用施設に加え、普通財産として貸付している施設や未利用施設を対象とします。 

インフラ施設は、道路、河川、公園、港湾などの一般会計施設に加え、上下水道などの企業会

計施設を対象とします。 

 

インフラ施設 一般会計  道路、河川、公園、港湾、農業施設等 

 企業会計  上水道、簡易水道、工業用水道、下水道 

ハコモノ施設 一般会計 行政財産 庁舎、学校、市営住宅、スポーツ施設等 

  普通財産 貸付施設、未利用施設 

 特別会計  競輪場、市場、道後温泉等 

※ 今回の計画改定に伴い、公園施設をインフラ施設に分類変更しました。 

※ 競輪場や市場等の特別会計施設は、基本的には、各会計の経営戦略に基づき計画的に管理していくこととし

ますが、一般会計からの繰入が生じているなど、特別会計内で事業費が充足していない場合は、一般会計の

ハコモノ施設に準じて、本計画に基づき管理していきます。 
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3. 計画の位置付け 

総合管理計画は、本市の最上位計画である「松山市総合計画」の下位に位置する計画であり、

「松山市人材育成・行政経営改革方針」や「健全な財政運営へのガイドライン」など既存の方針等

も踏まえて、本市の公共施設等の基本的な方向性を示すものになります。 

本市には、総合管理計画のほか、本市独自で策定した「松山市公共施設マネジメント基本方針

（以下、「基本方針」という。）及び再編成計画があり、公共施設（ハコモノ）の在り方や基本的な方

向性を定めています。また、「松山市市有財産有効活用方針（以下、「有効活用方針」という。）」で

公共施設の解体後の跡地や未利用となっている財産の有効活用に関する考え方を整理してい

ます。 

今回の改定に当たり、計画体系を見直し、総合管理計画でハコモノ施設・インフラ施設の両方

の基本的な方向性を取りまとめて示すこととし、基本方針・再編成計画・有効活用方針は総合管

理計画に統合し、廃止します。 

なお、総合管理計画は中長期の公共施設等の基本的な方向性を示すものであり、短期的な行

動計画等は各施設の個別施設計画で定めることとします。 
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4. 計画の期間と検証サイクル 

（1） 期間 

計画期間を令和８年度から令和２７年度までの２０年間とし、基準日は令和８年４月１日

時点とします。 

これは、本市の公共施設の大部分を占める昭和５０年代から平成初期にかけて建築され

た大半の建物が更新時期を迎えることから、この期間の老朽化対策の方向性を示すものと

するためです。 

なお、計画期間については、令和８年度から令和１７年度までを前期、令和１８年度から令

和２７年度までを後期と位置付けます。 

 

（2） 検証サイクル 

計画期間は２０年ですが、前期・後期それぞれ１０年のうち、５年目が経過した時点で、中

間検証を実施します。また、前期１０年の期間が終了した時点で、当該期間に実施した取組

内容を評価し、国の制度変更や社会情勢の変化等を踏まえた上で、適宜、計画の見直しを

実施することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和１２年度末 
総合管理計画 前期 中間検証 

個別施設計画 期間満了・見直し 

令和１７年度末 
総合管理計画 前期 期間終了・見直し 

個別施設計画 中間検証 

令和２２年度末 
総合管理計画 後期 中間検証 

個別施設計画 期間満了・見直し 

令和２７年度末 
総合管理計画 後期 期間終了・見直し 

個別施設計画 中間検証 
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第２章 本市の現状と課題 

 

1. 人口推移と今後の見通し 

国勢調査による本市の令和２年（２０２０年）の人口は５１.１万人ですが、第７次松山市総合計

画では、直近の合計特殊出生率や社会移動の影響などを反映した推計として、緩やかな人口減

少を続けていき、第２次総合管理計画の計画期間終了時（２０４５年度）には、４１.２万人まで減

少すると予測されています。 

当初計画策定時の人口推計では、令和７年（２０２５年）は４９.９万人、令和２７年（２０４５年）

は４５.７万人と緩やかな減少曲線を描く見込みでしたが、最新の推計では人口減少が加速しつ

つあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ R７実施の国勢調査の結果が未確定のため、R２年結果を基に試算 

 

 【第７次松山市総合計画の推計方法】 

 「地方版総合戦略の策定等に向けた人口動向分析・将来人口推計の手引き（令和６年６月版）」を踏まえた

本市独自の推計値 

 合計特殊出生率は「人口動態統計」（松山市保健所）の２０１８年から２０２２年の平均値 

 純移動率は２０２１年１０月１日時点と２０２３年１０月１日時点の住民基本台帳登録者数から算出した値 

 基準値は２０２０年国勢調査５１.１万人 
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2. 財政状況の推移 

（1） 歳入の状況 

歳入決算額は、新型コロナ対策で国庫支出金が臨時的に増となった令和２年度・３年度

を除いたとしても増加傾向となっており、令和６年度の歳入決算額は約２,３２６億円で、平

成２７年度歳入決算額の約１.２倍となっています。 

ただし、直近３年間の自主財源比率は約３９％前後と、地方交付税や国庫支出金等の割

合の方が高く、国の政策等の影響を受けやすい財政構造が続いています。 

今後も人口減少や社会移動により生産年齢人口が減少することが予測され、税収の大

幅な増加は見込めない状況にあり、公共施設等の老朽化対策のための一般財源の確保は

一層厳しさを増していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R７決算を反映させる 

期間をＨ28～R７に修正する 
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（2） 歳出の状況 

コロナ禍以降も扶助費は高止まりを続けており、人件費・公債費を含めた義務的経費は

令和６年度の歳出全体の約５５％を占めています。今後も高齢者の増加や子育て環境の充

実等の影響により、扶助費の増加は続いていくものと見込まれます。 

一方で、扶助費の増加を補うために投資的経費を年間約１５０億円前後に抑制する状況

が続いています。令和６年度は施設の大規模改修等の設備投資の影響で２３５億円に増加

しています。 

税収の大幅な増加が見込めない状況ではありますが、投資的経費の拡充を図り、施設の

老朽化対策を進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R７決算を反映させる 

期間をＨ28～R７に修正する 
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（3） 普通建設事業費の状況 

普通建設事業費は平成１８年度〜平成２７年度までの１０年間の平均が約２１０億円でし

たが、直近１０年間（平成２７年度〜令和６年度）の平均は約１６３億円と、義務的経費の増加

を補うように縮減傾向にあります。 

投資的経費の拡充が難しい財政状況とはいえ、今後、老朽化した施設の改修・更新等の

ピークを迎えていくことを考えると、一定規模以上の普通建設事業費を確保しなければ、

施設の老朽化が進み、安全安心な施設の提供に支障が生じる恐れがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R７決算を反映させる 

期間をＨ28～R７に修正する 
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（4） 市債の状況 

市債残高は近年減少傾向にあり、実質公債費比率も８％未満で推移しており、健全な財

政運営が実現できています。 

ただし、今後、多くの公共施設が更新時期を迎えるにつれ、市債の借入額も増加すること

が見込まれるため、市債残高・実質公債費比率の推移には十分留意する必要があります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 基金の状況（公共施設マネジメント分） 

老朽化対策に要する費用の平準化を図るため、平成２５年度から２１世紀松山創造基金

に公共施設マネジメント分の基金積立てを行っており、令和７年度末の現在高は約４５億円

となっています。 

保育園や市営住宅等の大規模改修や新庁舎整備事業など公共施設マネジメントに係る

費用に充当するため、令和４年度から取崩しを始めています。 

今後も施設の老朽化の進行に伴い、改修・更新等の費用増加や予期せぬ老朽化対策が発

生することが見込まれるため、財政負担の平準化や臨時的な歳出に対応するためにも一定

規模以上の基金残高が必要になります。 

 

      【直近５ヶ年の基金の推移】 

 積立額 取崩額 年度末残高 

R３年度 ５億円 ０円 ４０億円 

R４年度 ５億円 ０.１５億円 ４４.８５億円 

R５年度 ５億円 ３.４２億円 ４６.４３億円 

R６年度 ３億円 ５.９１億円 ４３.５２億円 

R７年度 ５億円 ３.１５億円 ４５.３７億円 

R７決算を反映させる 

期間をＨ28～R７に修正する 
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（6） 有形固定資産減価償却率の状況 

[1] 推移 

本市の有形固定資産の減価償却率は６０％を超え、右肩上がりを続けており、施設

の老朽化の進行に対して対策が追いついていない状況を示しています。 

法定耐用年数に対しての老朽化の進行状況を示したものであるため、実際の耐用

年数に対する老朽化状況を示したものではないにしても、施設全体の老朽化が進行し

ていることに変わりはないと言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【有形固定資産減価償却率】 

 ＝ 減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額） 

 

[2] 固定資産台帳の活用 

平成２９年度（平成２８年度決算分）から、国の『統一的な基準による地方公会計マニ

ュアル』に基づき、固定資産台帳の整備を行った上で、財務書類を作成しています。 

これにより、市が保有する資産がどれくらいあるのか、現在の価値でどれくらいな

のかというストック情報や、減価償却費などの現金支出のない費用を含めて、行政サ

ービスにどれくらい経費がかかっているのか、というコスト情報を把握することが可

能になりました。 

固定資産台帳をはじめ財務書類を適切に活用し、本市の財政状況も踏まえた長期

的な視点に基づいて公共施設の老朽化対策を検討していきます。 
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3. 市有財産の利活用状況 

（1） 未利用財産（土地）の保有状況の推移 

未利用となった施設（建物）は、安全のため早期解体に努めています。 

解体後跡地等で庁内活用されていない未利用財産（土地）は、令和７年度時点で、４５件、

総面積約５４,０００㎡となっています。 

 

【直近５ヶ年の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 解体未了だが、将来的に未利用になる（庁内での活用見込みがない）ものも含まれています。 

 

（2） 管理・処分の課題 

未利用財産の管理・処分について、次のような課題があります。 

 

[1] 財政状況の変化や市有財産に対する認識の見直しの必要性 

財政状況が一層の厳しさを増す中、将来的な利用見込みを仮定し、売却すべき財産

か当面保有すべき財産かを判断しながら、財源確保の視点に立ち、民間を含めた積極

的な活用が必要です。 

 

[2] 未利用財産の維持管理経費の継続的な負担 

単に保有しているだけでも草刈り等の維持管理業務やそれに伴う経費が必要にな

ります。長期間にわたり有効活用も売却もできない場合は、財政負担（維持管理経費）

が継続的に発生します。 

 

[3] 適正な売却価格等の設定 

財産を処分（譲渡）する際は、適正な対価でなければなりませんが、残存する工作物

の撤去のほか、境界確定業務や、インフラ等の周辺環境整備が必要な場合もあり、売

却までに相当の経費と時間が必要になる場合があります。 

実際の売却価格を決定するに当たっては、財産価値のみならず民間需要や財産の

個別要因を総合的に勘案し、適正な価格を設定することが必要です。 
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（3） 利活用の考え方 

土地や建物などの市有財産は、いずれも事務事業を行う上で取得した市民共有の財産

であり、本来、本市の行政目的に利用することが望まれます。 

しかし、行政目的がなくなり、将来的な利活用計画が定められていない財産や長期にわ

たり遊休化している財産もあることから、維持管理経費の節減や財源確保の点からも、売

却による処分や貸付等による積極的な有効活用が必要です。 

そのため、市有財産の有効活用に向けた基本的な考え方を次のとおりとします。 

 

[Step.１] 庁内での利活用 

 市有財産は市の公用又は公共用の目的のために利用することを原則とします。

庁内での利活用の適否は、本計画が掲げる基本理念・基本的方針の実現につなが

るかを踏まえて判断します。 

[Step.２] 民間等への売却又は貸付 

 将来的に庁内での利活用が見込めず、市として保有する必要性が低い財産につ

いては、民間等へ売却することを検討します。なお、売却要望がある土地や、立地

条件等が良い土地は売却を優先的に検討します。 

また、売却が困難な場合や、利用計画があるが当面は供用する予定がない場合

は、利用計画に支障がないよう利用形態に配慮した上で民間等へ貸付けすること

で有効活用を図ります。 
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4. 公共施設の現状 

（1） 施設の保有状況 

[1] 施設保有量（令和８年４月１日時点） 

本市が所有する公共施設（ハコモノ）は、令和８年４月１日時点で、約１,０５０施設（棟

数で約３,１１０棟）あります。当初計画策定時からこれまでに、市営住宅の集約建替え

や、保育園・公民館などの移転建替えのほか、廃校、学校給食共同調理場や軽費老人

ホームの廃止・解体などを行ってきた結果、計画策定当初（平成２８年４月１日時点）と

比較して、約４,７６０㎡（約０.３％）削減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途区分 
施設保有量 

（H28.4.1 時点） 

施設保有量 

（R８.４.１時点） 

 
 

学校教育施設 ６９０,６２６㎡ ６７８,７７０㎡   

市営住宅 ３０６,０９７㎡ ３１０,０９６㎡   

スポーツ施設 ７３,４４６㎡ ７３,９７８㎡   

行政系施設 ５８,８３５㎡ ５７,８３０㎡   

環境施設 ４６,９３８㎡ ４６,９８４㎡   

福祉施設 ３５,７２５㎡ ３１,２７７㎡   

消防・防災施設 ２６,０６７㎡ ２６,４０３㎡   

子育て施設 ３３,２６９㎡ ３８,４０６㎡   

文化施設 ７３,９０７㎡ ７４,８０８㎡   

その他の施設 １２９,５１９㎡ １３３,６４４㎡   

貸付・未利用 ２０,２５４㎡ １７,７２３㎡  （R４７末目標値） 

合計 １,４９４,６８２㎡ １,４８９,９１９㎡ ▲４,７６３㎡ １,１９５,７４６㎡ 

※ 基準日（H28.4.１時点）の保有量について、インフラ施設や特別会計施設を除外したほか、錯誤修正（スポーツ

施設▲１０,０００㎡を含む）しているため、当初策定時の保有量とは数値が異なっています。 
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[2] 年次別の保有状況 

保有している施設は大部分が昭和５０年代から平成初期にかけて建設されたもの

になります。高度経済成長期や人口増など、社会的なニーズに基づき施設整備を行っ

ていたという背景があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 多数の者が利用する公共施設の耐震化は全て完

了しています。今は、施設の改修・更新等にあわせ

て、防災・減災対策を含めて必要な老朽化対策を

行っています。 

 

[3] 老朽化度合の状況 

築４０年以上が経過した建物（棟）は、平成２８年度当初は約２４％でしたが、令和８

年度当初で約５０％まで増加しています。一般的な建物寿命を６０年と考えた場合、現

在保有している建物（棟）のうち、半分が今後２０年以内に更新時期を迎えることにな

ります。 

また、通常、築３０～４０年が経過したタイミングで大規模改修を実施することが望

ましいとされていますが、この築年数の割合は、平成２８年度当初で約２９％、令和８

年度当初が約２８％と、横ばいになっています。 

大規模改修に係る財政負担はこれまでと変わらない一方、建物の更新等に係る財

政負担が大幅に増加する見込みです。 

 

築年数別の割合（棟単位） 

 



- 14 - 

（2） １０年間の取組状況 

計画策定から１０年間で、次のような事業を実施することで、公共施設の老朽化対策、保

有量の適正化並びに適切な維持管理に取り組んできました。 

今後も継続して必要な施設については、適切な時期に大規模改修を実施し、老朽化対策

とあわせて、利便性や機能性の向上につながる改修を検討することで、引き続き安全安心

で使いやすい施設となるような取組の実施に努めます。 

 

[1] 施設更新・改修の取組 

 主な実施施設 主な効果 

建替え 

・余土支所 

・平井保育園・中島こども園など 

・番町公民館 

・姫ヶ浜荘 

 耐震性能不足の解消による安全性

の確保 

 バリアフリー化等による利便性向上 

 設備等の機能向上によるランニング

コストの縮減 

統廃合・ 

集約化 

等 

・垣生学校給食共同調理場 

（垣生・たちばな調理場統廃合） 

・第一新開団地 

（新開・美住ほか３団地の集約化） 

・雄郡児童クラブ第１など 

（学校余裕教室の転用・複合化） 

 複数施設の集約による建替えコスト

の節減 

 複合化・多機能化による利便性向上

及び行政経営の効率化 

 施設の余剰部分の有効活用 

廃止 

・番町小学校（プール） 

・庁舎第２別館 

・軽費老人ホーム恵原荘 

・湯山福祉センター 

 老朽化施設・未利用施設の早期解体

による安全性の確保 

 施設廃止による経常的経費の削減 

 跡地の転用による有効活用 

大規模 

改修 

・久枝身体障害者福祉センター 

・総合コミュニティセンター（文化ホ

ール） 

・子規記念博物館 

 外壁や屋上防水の改修による建物

寿命の延命化 

 バリアフリー化やトイレ洋式化等に

よる利便性向上 

 空調や照明等の設備の高効率化に

よるランニングコストの縮減 

※ 更新・改修に当たっては、ユニバーサルデザイン化のほか、高効率な設備や省エネ性能に優

れた機器等の導入による脱炭素化に向けた取組を推進しています。 
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[2] 取組による老朽化施設の解体 

前述の廃止・集約化等の事業で解体した既存施設の総面積は約６７,０００㎡となり

ます。解体による安全性の確保や建替えによる機能性・利便性の向上はもちろん、保

有量のスリム化による業務効率化や維持・管理に要する経常的なコストを縮減するこ

とにもつながっています。 

既存施設の解体 削減量 

① 施設廃止による解体や機能廃止による減築 ▲２０,０８４㎡ 

② 建替えや集約化等による既存施設の解体 ▲４６,９６７㎡ 

 計 ▲６７,０５１㎡ 

 

[3] 施設の新規整備等 

施設更新の取組のほかにも、動物愛護センターやハイムインゼルごごしまを新規整備

したほか、渡部家住宅の寄附採納などを行いました。 

動物愛護の拠点整備や、移住定住の促進、文化財保護・文化振興といった、行政課題

の解決や社会的ニーズに対応した施設を整備・取得することも、より良い市民サービス

を提供するためには必要な取組になります。 

 

【取組事例の紹介】 

事例① 番町公民館の建替え 

整備前 整備後 

 

 

【成果】 

建替えによって耐震性能の不足を解消し安全性を確保するとともに、各種設備の更新やバリアフ

リー化による機能性向上を図ることができました。また、空調等に高効率な設備を導入することで

ランニングコストの縮減も可能となりました。 
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事例② 和泉地区の市営団地の集約建替え 

整備前 整備後 

 

 

【成果】 

集約化によって建設コストや維持管理経費の縮減が可能となりました。また、建替えによって耐震

性能の不足を解消し安全性を確保するとともに、複数の住戸タイプを整備することで子育て世帯

の入居を促進しバランスが取れたコミュニティを形成することが可能となりました。 

 

事例③ 雄郡児童クラブ第１の整備（複合化） 

整備前 整備後 

 
 

【成果】 

雄郡小学校の長寿命化工事にあわせ、学校の余裕教室を児童クラブに改修し複合化することで、

別敷地の仮設プレハブから移転しました。利便性の向上が図られるとともに、児童クラブの定員増

による待機児童解消につなげることができました。 
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事例④ 動物愛護センターの新規整備 

整備前 整備後 

 

 

【成果】 

動物愛護の拠点施設として整備し、負傷した動物の一時保護や飼い主への返還・譲渡のほか、各種

イベントの開催により動物愛護の啓発が可能となりました。動物を飼養するための十分なスペース

と衛生的な環境を確保しています。 

 

（3） 将来コストの推計と課題 

[1] 短期的な財政負担の見込み（今後１０年間） 

現在保有している公共施設をそのまま維持しようとする場合に、今後１０年間に生

じる改修・更新等に係る経費を試算しました。 

（単位：千円） 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

４７,８００,１７７ １３４,０５６,９７２ 
国県費 ２０,７５０,０００ 

地方債 ２５,４６４,０００ 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

１１０,０５９,６３５ ▲２３,９９７,３３７ 

 

【延命化改修・更新とは】 

築４０年までを目安に１回目の大規模改修、築６０年まで目安に２回目の大規模改修を実施することで、

建物寿命を８０年まで延命し、長く安全に施設を使用することを指します。 
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[2] 将来コストに関する課題 

施設の改修・更新等に要する経費を長期的に試算すると、今後４０年間で年平均約

１２５億円が必要になる見込みである一方、前述（P７.２.（３）参照）のとおり、直近１０

年間の普通建設事業費（ハコモノ）の決算額の年平均は約９３億円であり、約３２億円

のギャップが生じています。 

これは、老朽化対策に係る財政需要に本市の財政が対応できていないことを表して

おり、前述（P１３.４.（１）.[３]参照）の施設の老朽化進行の一因とも考えられます。 

計画策定当初の試算時には、このギャップは約２４億円であり、差が拡大しています。

今後、施設の更新ピークを迎えることを考慮すると、さらなる歳出抑制を検討する必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将来コストの試算方法】 

➢ 個別施設計画策定時（令和３年３月）に試算した将来コストについて、（一財）建設物価調査会が公表してい

る「建築費指数」を基に、試算当時からの資材や労務の高騰を反映して、令和８年４月時点の単価を再設定

し、改めて試算しました。 

➢ 令和８年４月時点の単価で今後４０年間の試算をしていますが、実際には資材・労務の上昇が続いており、

上表の試算以上の財政負担が生じる可能性が十分にあります。 

➢ 改修は築４０年、更新は築６０年が経過した時期で自動的に改修・更新するようにしています。 

➢ 新庁舎や新南クリーンセンターなど概算事業費が示されているものは反映しています。なお、ＪＲ松山駅前

の開発事業などが計画されていますが、事業構想段階のものは事業費の試算が困難であるため、上表に

は含んでいません。 
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[3] 施設の維持・管理に係る経常的経費の課題 

賃金上昇や燃料・資材等の高騰により、施設の維持・管理に要する経費も上昇傾向

にあり、直近３ヶ年平均は約８０億円となっています。令和８年度決算ベースでは１００

億円に迫る数字になる可能性があります。また、イニシャルコストと異なり、特定財源

が見込めず、毎年の一般財源で賄う必要があります。 

施設の改修・更新等に要するコストだけでなく、施設を保有しているだけで生じるコ

ストについても正確に把握する必要があります。 

 

 R５決算 R６決算 R７決算 平均 

施設維持費 ４１.０６億円 ４４.２７億円 ４７.６７億円 ４４.３３億円 

施設管理費 ３３.１２億円 ３８.７２億円 ３６.１４億円 ３５.９９億円 

合計 ７４.１８億円 ８２.９９億円 ８３.８１億円 ８０.３２億円 

 

5. 健全な財政運営と公共施設 

（1） 公共施設マネジメントの推進 

今後２０年間で約半数の建物（棟）が更新時期を迎える中、施設の改修・更新等の事業費

（普通建設事業費）の不足を、歳出（市債や一般財源）の増加のみで補おうとすると、財政の

健全性が損なわれ、その他の市民サービスに影響を及ぼす恐れがあります。 

そのため、施設のダウンサイジングや集約化等による建設コストの縮減や、稼働中の施設

の廃止によるランニングコストの削減など、健全な財政運営の持続と公共施設の老朽化対

策（更新・改修）を両立させる『公共施設マネジメント』に取り組む必要があります。 

 

（2） 施設保有量に対する考え方 

[1] 長期的な考え方 

公共施設（ハコモノ）の改修・更新並びに維持管理に要する費用（年平均）を保有量

ベースで試算すると、次のようになります。 

 年平均   

改修・更新等 約１２５億円  

施設維持 約４８億円  

施設管理 約３６億円  

合計 約２０９億円 保有量１％当たり約２億円 

 

・「改修・更新等」 … 施設の大規模改修や設備更新、建替えや新規整備、解体等のこと。 

・「施設維持」 … 施設の維持に係る燃料費・光熱水費や、修繕費のこと。 

・「施設管理」 … 施設の管理に係る手数料や委託料（法定点検や保守・清掃等）のこと。 
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つまり、公共施設を１％削減することによるコスト削減効果は約２億円／年になると

いえるので、施設の改修・更新等の財源不足（約３２億円の不足）を保有量削減で補う

のであれば、約１６％の保有量削減が必要となります。 

一方、本市の将来の人口推計では、２０年後の人口が約４１．２万人、４０年後には約

３１．２万人まで減少していると予測されており、これは総合管理計画の策定当初（平

成２８年度）と比較して、２０年後までに約２０％減、４０年後までに約４０％減となるも

のです。 

現在の施設保有量を現状のまま維持することは難しく、施設の特性や利用状況等を

確認しながら、縮小や削減を行い、人口規模に見合った適正化を図らなければならな

い、というのが施設保有量に対する基本的な考え方になります。 

そのため、長期的には施設保有量を削減する必要があり、具体的には、前計画を踏

襲し、次のとおり掲げます。 

 

施設保有量に対する長期的な考え方 

令和４７年度（２０６５年度）末までに、平成２８年度当初と比較して、 

施設保有量全体で２０％以上削減を目指す必要があります 

 

[2] 計画期間での考え方 

[１]のとおり、長期的な視点で施設保有量の削減を進めていく必要があるため、本

計画期間での削減量を目標として設定することはせず、次のとおり、基準日（令和８年

４月１日時点）と比較して１０％程度の削減を目指します。 

特に、すでに休止・廃止している施設の削減（解体）ではなく、現に稼働している既存

建物を廃止・解体することが、維持・管理に要するコストの縮減につながります。 

 

更新対象建物  保有量削減の考え方  削減の目安 

既存建物の 

５０％ 
× ▲２０％ ＝ 

既存建物の総面積 

▲１０％程度 

第２章 

４．（１）.[３]より 
 

第２章 

５．（２）.[１]より 
 

基準日 

令和８年４月１日 
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第３章 公共施設の管理に関する基本理念等 

 

第２次松山市公共施設等総合管理計画で掲げる基本理念等を以下のとおり整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 基本理念 

これまで繰り返し述べているように、令和８年４月１日現在で築４０年以上が経過した建物（棟）

が保有量の約５０％を占めており、今後２０年間で約半数の施設（棟）を更新していかなければな

らないため、施設更新に係る費用はピークを迎え、本市の財政運営に多大な影響を及ぼします。 

このような中で、これまで築き上げてきた安定的な財政基盤と、安全安心な公共施設を将来

世代に引き継いでいくためには、施設の「量」と「コスト」の両面に重点を置いて、今後２０年間に

生じる見込みの財政負担を抑制する必要があります。 

また、イニシャルコストだけでなく、ランニングコストの縮減や、土地売却や施設の有効活用に

よる財源確保にも努めなければなりません。 

そこで、第２次総合管理計画の基本理念を次のとおり定めます。 

 

基本理念 

健全な財政運営の持続に向けて、 

「量」と「コスト」の両面から公共施設の見直しを図ります 
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2. 基本的な方針 

上記の基本理念に基づき、次のとおり、基本的な方針を定めます。 

 

【基本的な方針１】 施設総量を減らすことを目指します 

公共施設の更新等に要する財政負担を抑制するだけでなく、その後の改修・維持管理に

係る財政負担を軽減するためにも、施設総量の削減を図る必要があります。 

社会的ニーズに基づく新規施設整備や既存施設の課題解決のための面積増などが必要

となる場合もありますが、既存施設のダウンサイジング・集約化・廃止などを進めることで、

施設の「量」の見直しを行っていきます。 

 

【基本的な方針２】 コスト意識を持った施設管理を行います 

今後も必要な公共施設は適切な管理を行いながら長く使用することで、中長期での財政

負担の軽減と維持・管理費用の平準化を図る必要があります。 

また、施設整備・改修・維持管理の各種マネジメントに当たって官民連携手法を導入する

ことで民間ノウハウによるコスト削減を図るほか、施設の有効活用や使用料の適正化など

を通じて、施設に係る「コスト」の見直しを行っていきます。 

 

3. 方針ごとの基本的な取組 

二つの基本的な方針を基に公共施設マネジメントを推進していくための基本的な取組を次の

とおり整理します。 

 

◼ 方針１ 施設総量を減らすことを目指します 

（1） 施設保有量の適正化 

社会的ニーズに基づく施設整備などを行う一方、人口の将来推

計も考慮しながら、集約化・複合化、施設廃止、更新時の面積削

減などを実施することを通して、既存施設の規模を適正化して

いくことで、保有量（全体）の削減に努めます。 

（2） 利用状況の検証 

施設利用者数や使用料等収入を適切に把握し、その推移を分析

することで、施設へのニーズに基づいた施設の在り方・方向性を

検討します。 

（3） 保有形態の見直し 

従来の保有形態にとらわれず、他用途への転換・多機能化や、民

間譲渡（地元含む）、広域連携などの手法により最適な保有形態

を検討します。 

（4） 未利用地の有効活用 
施設解体等によって生じた未利用地は、庁内で望ましい利活用

が図られる場合を除き、積極的に売却・貸付し、財源とします。 
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◼ 方針２ コスト意識を持った施設管理を行います 

（1） 建物寿命の延長 

適切な時期（築３０～４０年頃）に大規模改修等を実施すること

や、日常点検で劣化箇所の早期対処することなどで、一般的な

施設寿命（６０年）以上に延命化し、ライフサイクルコストの縮減

に努めます。 

（2） 維持・管理経費の把握 

各施設の維持・管理経費の推移を分析し、サービスの提供に係

るコスト情報を把握することで、コスト意識を持った維持・管理

を行います。 

（3） 官民連携の推進 

官民連携（PPP/ＰＦＩ等）により、整備・改修・維持管理だけでな

く有効活用も含めて民間の技術力や経営能力等を活用すること

で、サービスに対するコストパフォーマンスの向上を図ります。 

（4） 受益者負担の適正化 

受益者以外の市民に不公平な負担を強いることがないよう、サ

ービス対価である使用料・手数料を定期的に見直すことで受益

者負担の適正化を図ります。 

 

4. 取組による成果を評価する指標 

（1） 成果指標 

基本理念等に基づき、施設の「量」と「コスト」の見直しを進めていきますが、本計画の期

間満了までに達成すべき成果指標を次のとおり設定します。 

 

成果指標 

更新方針を定める必要がある建物（＊）について、順次、検討を進め、 

対象建物すべての更新方針の策定を完了します 

＊ 基準日（令和８年４月１日）時点で、築４０年以上が経過した建物とします。 

 

（2） 指標設定の考え方 

前述（第２章.４.（３）.[２]）したとおり、現状では施設の老朽化対策や適切な維持管理を

持続するために必要な経費が不足することが見込まれます。限りある財源を、本当に必要

な事業に適切に配分し、施設の改修・更新等を進めることが求められています。 

そこで、基本理念・基本的な方針に沿って、更新対象建物全体の更新計画を定めながら

（計画期間中の全体像を描きながら）改修・更新等に取り組むことで、不要なコスト（二重投

資）の未然防止や施設総量の縮減のほか、施設の利便性や市民サービスの向上を図ること

ができると考え、上記指標を設定するものです。 

なお、更新方針の策定に当たっては、次章の用途別方針を基に、各施設の特性やニーズ

等に十分に配慮して検討します。 
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【更新方針を定める必要がある建物（用途別の内訳）】 

用途区分 

更新時期を迎える建物数（単位：棟） 
総延床面積 

（単位：㎡） 
R8 

～１２ 

R１３ 

～１７ 

R１８ 

～２２ 

R23 

～２７ 
建物数 

学校教育施設 １４９ １３９ １９４ ２４１ ７２３ ４２２,８４５ 

市営住宅 ５２ ９５ １６４ ２０９ ５２０ １２６,１４６ 

スポーツ施設 ２ ０ ４ １ ７ １５,１０３ 

行政系施設 １４ １０ ５ １３ ４２ ４９,３３８ 

環境施設 ９ ０ ０ ３ １２ １,８０４ 

福祉施設 ２ ０ ９ １ １２ ２,７１８ 

消防・防災施設 ７ ２ ３ １３ ２５ ５,５２８ 

子育て施設 ４ ７ ５ ３ １９ １１,１１１ 

文化施設 １３ １ ２ １ １７ ２２,２９６ 

その他の施設 ４７ ５６ ９３ ９６ ２９２ ６７,０５９ 

貸付・未利用施設 ３０ ４ ３ １１ ４８ １６,１１０ 

合計 ３２９ ３１４ ４８２ ５９２ １,７１７ ７４０,０５８ 
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第４章 公共施設の用途別方針 

 

1. 用途別の方向性 

基本理念等に基づき公共施設の計画的な管理を進めますが、公共施設の用途・規模・ニーズ

は様々であり、全ての施設を統一的な考え方で管理していくことはできないため、施設用途別

に取組の方向性を整理しました。これらの方針をベースに各施設の改修・更新等に係る具体的

な事業を検討していきます。 

ただし、事業を検討する際には、各施設の利用状況や社会的ニーズなど詳細な実態把握や事

業評価を行った上で、個別の事情を考慮しながら事業化する必要があります。 

 

（1） 学校教育施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－２ページ～１５ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

H31 和気学校給食共同調理場（廃止による解体） 

R3 中島東小学校・中島南小学校・天谷小学校（廃止による解体） 

 興居島学校給食共同調理場（廃止による解体） 

 垣生学校給食共同調理場（新築：移転集約建替え） 

R7 番町小学校プール（廃止による解体） 

R６～７ 汐入住宅（改築） 

 青少年センター（体育館棟大規模改修） 

R3～R7 各小学校・中学校（長寿命化工事） 

 

[３] 用途別方針 

① 学校・幼稚園 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

児童・生徒・園児数の将来推計に応じた施設規模の適正化を図

りながら保有量を削減します。民間サービスも充実する中、市立

幼稚園への入園状況などニーズを見極めながら、施設の在り方を

検討します。また、学校の校舎の空き状況によっては、公共施設

等の集約化・複合化を検討します。 

なお、棟単位での廃止があった場合は、安全のため早期解体

し、学校敷地の利用に支障がない限り跡地売却を積極的に検討し

ます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

計画的な長寿命化や学校環境改善を進めていますが、財政事

情や費用対効果を見極めながら、適宜見直しを行います。施設の

維持管理経費の把握・縮減に努めます。 
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② 学校給食共同調理場 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

施設更新時には集約化により施設数の削減に努めますが、既

存施設の課題解決等のためには全体の保有量が増えることはや

むを得ません。 

施設廃止後の跡地については、学校敷地との一体利用等のや

むを得ない場合を除き、積極的に売却を検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

厨房機器を含めた施設の維持管理経費の把握・縮減に努めま

す。また、施設更新時には PPP/PFI 手法の導入可否を検討し、

設計・施工のみならず、維持管理の面でも民間ノウハウを活用す

ることで、ライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

③ 教育その他 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

利用状況や将来推計等を踏まえた施設の在り方を検討しなが

ら保有量の削減に努めます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は、費用対効果を見極めて必要最小限

度の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。定期的

に使用料の見直しを行うことで、管理コストと受益者負担のバラ

ンスが保たれるよう努めます。 

 

（2） 市営住宅 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－１６ページ～１８ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

H28 和泉北団地（集約建替えによる解体） 

H30 第一和泉団地（新築：集約建替え） 

R５ 和泉団地（集約建替えによる解体） 

 新開団地（集約建替えによる解体） 

R6 第一新開団地（新築：集約建替え） 

R7 第二和泉団地（新築：集約建替え） 
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[３] 用途別方針 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

住宅のセーフティネットとしての役割が果たせる施設量を保持

します。人口減少が進む中で、市営住宅へのニーズを見極めた上

で、集約化や施設廃止（棟単位での処分を含む）を検討します。 

施設廃止に伴う跡地売却を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

計画的な長寿命化や住居環境改善を進めていますが、財政事

情や費用対効果を見極めながら、適宜見直しを行います。維持管

理の面では民間ノウハウを活用することで、ライフサイクルコスト

の縮減に努めています。 

 

（3） スポーツ施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－１９ページ～２９ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

R６ 中央公園マドンナスタジアム（設備等改修） 

 

[３] 用途別方針 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

社会的ニーズや利用状況を見極めながら、他の施設で代替可

能なものについては施設廃止も含めて在り方を検討します。ただ

し、スポーツ施設のニーズは人口減少と必ずしも連動するもので

はないため、保有量の増加や新規整備が必要となる場合も考え

られます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

指定管理者制度による民間ノウハウの活用によりライフサイク

ルコストの縮減に努めています。維持補修等を行う場合は、費用

対効果を見極めて必要最小限度の範囲内にするなど、維持管理

経費の縮減に努めます。定期的に使用料の見直しを行うことで、

管理コストと受益者負担のバランスが保たれるよう努めます。新

規整備・施設更新や施設運営に PPP/PFI 手法の導入を積極的

に検討します。 
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（4） 行政系施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－３０ページ～３８ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

H２９ 庁舎第二別館（廃止による解体） 

R5～６ 庁舎本館ＥＳＣＯ事業（設備更新） 

 余土支所（移転建替えによる新築・解体） 

 

[３] 用途別方針 

① 庁舎 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

施設を集約化するとともに、ＤＸの進展など社会情勢の変化に

柔軟に対応して執務環境や窓口機能の見直しを図りますが、既存

施設の課題解決等のためには一時的な保有量増加はやむを得ま

せん。施設廃止に伴う跡地売却を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

施設の維持管理経費の把握・縮減に努めます。施設更新時には

ＰＰＰ/ＰＦＩ手法の導入を積極的に検討するとともに、維持管理で

も民間ノウハウの活用を検討するなどライフサイクルコストの縮

減を図ります。 

 

② 支所・出張所 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

ＤＸの進展など社会情勢の変化に柔軟に対応して執務環境や

窓口機能の見直しを図りながら、支所機能の移転や複合化等を

検討することで保有量削減に努めます。 

施設廃止があった場合は、跡地売却を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

適切な時期に大規模改修を実施することで建物を長く使用す

るよう努めます。維持管理でも民間ノウハウの活用を検討するな

どライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

③ 事務所等 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

職員の配置状況を踏まえ、規模の適正化を図るとともに、施設

の複合化を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は費用対効果を見極めて必要最小限度

の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。 
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（5） 環境施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－３９ページ～４５ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

－ － 

 

[３] 用途別方針 

① 廃棄物処理施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

将来人口推計も踏まえた上で必要と見込まれる廃棄物処理能

力に応じて保有量を最適化していきます。機能廃止済みの施設は

条件が整い次第、早期に解体し、跡地売却に努めます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は、費用対効果を見極めて必要最小限

度の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。施設更

新時にはPPP/PFI手法の導入を積極的に検討し、維持管理面も

含めて民間ノウハウを活用することで、ライフサイクルコストの縮

減を図ります。定期的に手数料の見直しを行うことで、管理コスト

と受益者負担のバランスが保たれるよう努めます。 

 

② 環境その他 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

必要最小限度の保有量を維持します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は費用対効果を見極めて必要最小限度

の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。 

 

（6） 福祉施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－４６ページ～５６ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

R4 衛生検査センター（廃止に伴う用途変更） 

R５ 動物愛護センター（新築） 

R4～５ 児童発達支援センターひまわり園（大規模改修） 

R６ 軽費老人ホーム恵原荘（廃止による解体） 

R6～７ 湯山福祉センター（廃止による解体） 
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[３] 用途別方針 

① 社会福祉施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

社会的ニーズが高い施設ですが、民間サービスも充実する中、

利用状況を踏まえて施設の在り方を検討しながら保有量の削減

に努めます。 

施設廃止があった場合は、跡地売却を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

適切な時期に大規模改修を実施することで建物を長く使用す

るよう努めます。維持管理の面では指定管理者制度による民間ノ

ウハウの活用によりライフサイクルコストの縮減に努めています。 

 

② 保健所施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

施設更新時には他の公共施設等との複合化を検討するなど保

有量の削減に努めます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

適切な時期に大規模改修を実施することで建物を長く使用す

るよう努めます。施設の維持管理経費の把握・縮減に努めます。 

 

③ 斎場 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

高齢者人口が増加する中、将来人口推計を踏まえた上で必要

と見込まれる火葬能力に応じて施設更新すると、保有量が増える

ことはやむを得ません。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

ＰＦＩ手法を用いた施設更新を行い、設計・施工のみならず、維

持管理の面でも民間ノウハウを活用することで、ライフサイクルコ

ストの縮減を図ります。社会情勢を踏まえて、必要に応じて使用

料の見直しを検討します。 

 

（7） 消防・防災施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－５７ページ～６４ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

R5～６ 消防局（デジタル防災行政無線整備） 
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[３] 用途別方針 

① 消防署 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

適正な消防・防災体制の構築に必要な施設量を保持します。 

基本的な方針 方針に対する考え方 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

適切な時期に大規模改修を実施することで建物を長く使用す

るよう努めます。維持管理でも民間ノウハウの活用を検討するな

どライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

② 消防団ポンプ蔵置所 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

消防団の配置状況を踏まえ、施設の統合や他施設との複合化

を図りながら保有量の削減に努めます。施設廃止した際は、跡地

売却を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は費用対効果を見極めて必要最小限度

の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。 

 

③ 防災施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

適正な防災体制の構築に必要な施設量を保持します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は費用対効果を見極めて必要最小限度

の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。 

 

（8） 子育て施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－６５ページ～７６ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

H２９ 余土保育園・味生保育園（移転） 

R２ 港山保育園（廃止による解体） 

R２～３ 平井保育園・浮穴保育園（建替え） 

H２９～R３ 各児童クラブ室（増設） 

R５～６ 中島こども園（移転建替え） 

H28～R７ 各保育園（大規模改修・改築） 
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[３] 用途別方針 

① 保育園 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

園児数の将来推計に応じた施設規模の適正化を図るととも

に、他の公共施設との複合化や保有形態の見直し等を検討するこ

とで保有量の削減に努めます。民間サービスも充実する中、入園

状況などニーズを見極めながら、施設の在り方を検討します。 

施設廃止があった場合は、跡地売却を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

計画的な大規模改修や保育環境改善を進めていますが、財政

事情や費用対効果を見極めながら、適宜見直しを行います。維持

管理でも民間ノウハウの活用を検討するなどライフサイクルコス

トの縮減を図ります。 

 

② 子どもの居場所 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

社会的ニーズが高い施設ですが、少子化が進む中で利用状況

等を見極めながら保有量の削減に努めます。新規整備が必要な

場合は既存施設との複合化を優先的に検討するとともに、施設

更新時には、将来人口推計に応じた施設規模の適正化を図るほ

か、教育施設との複合化・多機能化を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は費用対効果を見極めて必要最小限度

の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。 

 

③子育てその他 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

必要最小限度の保有量を維持します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は費用対効果を見極めて必要最小限度

の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。 

 

（9） 文化施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－７７ページ～９１ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

R5～６ 子規記念博物館（大規模改修） 

R６ 坂の上の雲ミュージアム（増築：こども本の森） 

R７ 三津浜図書館（大規模改修） 

 渡部家住宅（寄付採納） 

R6～７ 総合コミュニティセンター文化ホール（大規模改修） 
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[３] 用途別方針 

① 文化振興施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

社会的ニーズや利用状況を見極めながら、他の施設で代替可

能なものについては施設廃止も含めて在り方を検討します。ただ

し、文化施設のニーズは人口減少と必ずしも連動するものではな

く、保有量の増加や新規整備が必要となる場合も考えられます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

指定管理者制度による民間ノウハウの活用によりライフサイク

ルコストの縮減に努めています。維持補修等を行う場合は、費用

対効果を見極めて必要最小限度の範囲内にするなど、維持管理

経費の縮減に努めます。定期的に使用料・手数料の見直しを行う

ことで、管理コストと受益者負担のバランスが保たれるよう努め

ます。新規整備・施設更新や施設運営に PPP/PFI 手法の導入を

積極的に検討します。 

 

② 図書館 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

社会的ニーズや利用状況を見極めながら、施設の在り方を検

討し、施設更新時には、複合化を含め、保有量の削減に努めます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

適切な時期に大規模改修を実施することで建物を長く使用す

るよう努めます。また、維持補修等を行う場合は、費用対効果を

見極めて必要最小限度の範囲内にするなど、維持管理経費の縮

減に努めます。 

 

③ 文化財等 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

文化的価値を伴う施設であることから、現状の施設量の保持に

努めます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

維持補修等を行う場合は、費用対効果を見極めて必要最小限

度の範囲内にするなど、維持管理経費の縮減に努めます。定期的

に手数料の見直しを行うことで、管理コストと受益者負担のバラ

ンスが保たれるよう努めます。 
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（１０） その他の施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－９２ページ～１３１ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

H２８ 余土公民館（移転及び増築） 

 ハイムインゼルごごしま（新築） 

H31～R2 姫ヶ浜荘（建替え） 

R３～４ 番町公民館（移転建替え） 

 

[３] 用途別方針 

① コミュニティ施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

地域のコミュニティ活動の拠点施設であることから、施設更新

時には、地域の意向等を踏まえて存廃を検討します。 

施設廃止があった場合は、跡地売却を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

適切な時期に大規模改修を実施することで建物を長く使用す

るよう努めます。施設の維持管理経費の一部を地元が負担してい

る施設もあります。定期的に使用料の見直しを行うことで、管理

コストと受益者負担のバランスが保たれるよう努めます。 

 

② 地域振興ほか施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

施設の設置目的や利用状況等を踏まえて施設の在り方を検討

し、原則、保有量の削減に努めます。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

施設の維持管理経費の把握・縮減に努めます。定期的に使用料

の見直しを行うことで、管理コストと受益者負担のバランスが保

たれるよう努めます。 

 

③ 農林港湾関連施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

民間譲渡等の手法を検討するなど、適宜、保有形態の見直しを

行いながら、必要最小限度の保有量を維持します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

施設の維持管理経費の把握・縮減に努めます。定期的に使用料

の見直しを行うことで、管理コストと受益者負担のバランスが保

たれるよう努めます。 
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（１１） 貸付・未利用施設 

[１] 施設一覧 

資料編『施設白書』 別冊②－１３２ページ～１３３ページのとおり 

 

[２] 直近１０年間（H２８年度～R７年度）の主な取組 

年度 内容 

H28 西垣生大型共同作業場（廃止による解体） 

 北梅本大型共同作業場（廃止による解体） 

R３ 中島支所仮事務所（廃止による解体） 

 南高井広瀬共同畜舎（廃止による解体） 

R6 旧立岩保育園（廃止による解体） 

 旧湯山診療所（廃止による一部解体） 

 

[３] 用途別方針 

① 貸付・未利用施設 

基本的な方針 方針に対する考え方 

１ 施設総量を減らす 

ことを目指します 

貸付施設は、建物寿命を迎えた時点で原則更新せずに処分し

ます。未利用施設は、条件が整い次第、速やかに施設を解体しま

す。解体後の跡地売却を積極的に検討します。 

２ コスト意識を持った

施設管理を行います 

定期的な目視点検など適切な維持管理を行い、利用者の安全

性の確保に努めます。 

普通財産の貸付料は財産価値を基に計算されており、財産価

値の変動に応じて適宜見直されています。（事業の公益性等によ

って貸付料が減免されている場合あり） 

未利用財産については、民間ノウハウも活用しながら早期の処

分（売却）に努めます。 

 

2. 施設用途別の保有量に関する考え方 

施設保有量（全体）の削減に関する基本的な考え方は、前述（第２章.５.（２）.[２]参照）のとおり

です。 

ただし、公共施設の用途や目的、社会的ニーズ等は様々であり、全ての施設を一律の考え方の

もとマネジメントすることは現実的ではありません。施設用途別に強弱を付けて削減しながら、

最終的には施設全体で２０％以上削減することを目指します。 

具体的には、施設保有割合が高く、かつ少子化の影響を受けやすい学校教育施設は２５％以

上の削減を目指す一方、災害時等にも適正に対応できる体制の構築が必要な消防・防災施設や、

共働き世帯の増加に伴いニーズが高い子育て施設は５～１０％前後の削減を目指すこととしま

す。その他の施設も２０％を目安としながら、施設の用途や目的に応じて適正な保有量を目指し

ます。 
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第５章 インフラ施設の管理に関する考え方 

 

1. インフラ施設の現状と課題 

（1） 施設の状況（令和８年４月１日時点） 

種別 施設の内訳 施設数等 

市道 

道路 

路線数 ６,８９９路線 

実延長 １,８１９.２㎞ 

舗装延長 １,７２６.０㎞ 

道路部面積 ９.５㎢ 

道路橋梁 
橋数 １,１２０橋 

橋長 １２,３４１.９m 

トンネル 
個数 ３個 

延長 ６７１.０m 

大型カルバート 
個数 ２個 

延長 ４６０.０m 

横断歩道橋 

及び歩道橋 

橋数 １４橋 

延長 ９２５.１m 

門型標識 基数 ７基 

河川 準用河川 
河川数 １０河川 

延長 １８.４㎞ 

公園 都市公園 

箇所数 ２９７箇所 

 面積 ２１８.６ha 

建物 ３６３施設 

 延床面積 ７,８５０.３㎡ 

農業施設 

農道 １９５.８㎞ 

農業水利施設 

取水施設 ２８箇所  

かんがい施設 ５９.８㎞  

ため池 ６６６箇所 

林道 
路線数 ５６路線 

橋数 １７橋 

港湾 港数 ２港 

漁港 漁港数 ２４港 

上水道事業 

浄水場 ９箇所 

配水池 ３１箇所 

導水管 ３９.６km 

送水管 ９３.６km 

配水管 ２,１５４.３km 
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種別 施設の内訳 施設数等 

簡易水道事業 

浄水場 １６箇所 

配水池 １８箇所 

導水管 ３０.２km 

送水管 ８.７km 

配水管 ７９.１km 

工業用水道事業 

取水施設 
水源地 ２８箇所 

集水管※１ １,４０８.９ｍ 

導水施設 導水管 １,７７４.８ｍ 

浄水施設 浄水場※２ ２箇所 

送水施設 送水管 ３９,９０９.６ｍ 

配水施設 
配水池 １箇所 

配水管 ９３９.６ｍ 

下水道事業 

管 渠 延 長 １,６０６.２km 

終末処理 場 ４箇所 

汚水ポンプ場 ６箇所 

雨水ポンプ場 １４箇所 

汚水管 １,１２７.０km 

雨水管 ３５０.９km 

合流管 １２８.３km 

※１ 集水管の一部は、上水道施設と共有  ※２ 浄水場は、場内の一部の施設のみ 

 

（2） 課題 

種別 課題 

市

道 

道路 

施設数が多く、一度に大量の更新をすることは難しいため、老朽化

が進み、修繕が必要な箇所の更新等に計画的に取り組む必要があ

ります。 

道路橋梁 

施設数が多く、一度に大量の更新をすることは難しいため、老朽化

が進み、修繕が必要な箇所の更新等に計画的に取り組む必要があ

ります。 

トンネル／ 

大型カルバート

／横断歩道橋 

及び歩道橋／ 

門型標識 

修繕に必要な費用が大きく、一度に大量の更新をすることは難しい

ため、老朽化が進み、修繕が必要な箇所の更新等に計画的に取り組

む必要があります。 

河川 

施設数が多く、一度に大量の更新をすることは難しいため、老朽化

が進み、修繕が必要な箇所の更新等に計画的に取り組む必要があ

ります。 
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種別 課題 

公園 

民間事業者の開発行為で新たに設けられた公園の受入れにより、

年々公園数が増加しており、管理する施設数が膨大になっていま

す。一度に大量の更新をすることは難しいため、老朽化が進み、修

繕が必要な箇所の更新等に計画的に取り組む必要があります。 

農業施設／林道 

担い手の減少により、従来は地元で行っていた水路清掃などの維

持管理ができなくなっています。 

さらに、農業施設や林道施設は、市町村のほか、土地改良区や森林

組合等、多様な主体により管理されているため、各関係者が一体と

なって、ライフサイクルコストの縮減に向けて取り組む必要がありま

す。 

港湾／漁港 

港湾や漁港施設の老朽化が進んでいることから、今後、施設の修

繕・更新費用が大きくなることが想定されます。そこで、施設の修

繕・更新計画を策定し、計画的に事業に取り組む必要があります

が、その後ＰＤＣＡサイクルを繰り返し実施していくためにも、継続

的な費用・人材の確保、知識の継承に取り組む必要があります。 

上水道事業 
施設の老朽化対策や耐震化等に取り組んでいるため、事業費の増

加により今後の財政運営に影響が及ぶことが懸念されます。 

簡易水道事業 

施設の老朽化等により安定的な給水のための対策が必要である一

方で、その対策に伴う事業費の増加により今後の財政運営への影

響が懸念されます。 

工業用水道事業 

多くの施設が昭和３０～４０年代に集中的に整備されており、老朽

化が進んでいることに加え、施設の耐震化等に取り組んでいるた

め、事業費の増加により今後の財政運営に影響が及ぶことが懸念

されます。 

下水道事業 

施設数が膨大であるため、毎年の改築や更新費を平準化する必要

があります。また、人口減少を考慮した施設規模に見直しを行うな

ど計画的な改築・更新が必要です。 

 

2. 短期的な財政負担の見込み（今後１０年間） 

現在保有している各種のインフラ施設を維持しようとした場合に、今後１０年間で生じる改修・

更新等に係る経費を試算しました。 

 

（1） 市道 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

7,147,２００千円 ７,６１６,５４０千円 
国県費 １,２８４,０７７千円 

地方債 １,３４５,７６９千円 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

３,１５０,６６７千円 ▲４,４６５,８７３千円 
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（2） 河川 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

９６,０００千円 － 地方債 ４１,０００千円 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

－ － 

 

（3） 公園 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

979,５８５千円 １,３６０,８１８千円 
国県費 １８９,７００千円 

地方債 １７０,８００千円 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

379,51２千円 ▲９８１,３０６千円 

 

（4） 農業施設・林道 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

７,２６３,５６０千円 － － 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

－ － 

 

（5） 港湾・漁港施設 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

６６６,０００千円 ６,０００,０００千円 
国県費 １,７２８,１００千円 

地方債 ９４０,２００千円 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

２,７４９,０００千円 ▲３,２５１,０００千円 

 

（6） 上水道・簡易水道・工業用水道 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

３,２１１,９９５千円 ２３３,１０４,０２９千円 
国県費 ２５８,８３０千円 

地方債 ２２,９４２,７００千円 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

７６,９１５,４６３千円 ▲１５６,１８８,５６６千円 
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（7） 下水道 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

１,６０３,８２５千円 ７９,１４１,４３１千円 
国県費 ２１,２５５,７１１千円 

地方債 ３６,８２８,３５７千円 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

６３,９６２,４９１千円 ▲１５,１７８,９４０千円 

 

（8） 総額（ハコモノ・インフラ／一般会計） 

維持管理・修繕 単純改修・更新経費（②） 財源見込み 

６３,９５２,５２２千円 １４９,０３４,３３０千円 
国県費 ２３,９５１,８７７千円 

地方債 ２７,９６１,７６９千円 

延命化改修・更新経費（①） 対策による効果額（①―②） 

１１６,３３８,８１４千円 ▲３２,６９５,５１６千円 

 

3. 取組の方向性 

種別 取組の方向性 

市道 

道路 
定期的な調査や点検で判明した修繕箇所を計画的に補修し、施

設の適正な維持管理を実施します。 

道路橋梁 
５年に１度の法定点検の結果を基に松山市橋梁長寿命化修繕計

画を更新し、施設の適正な維持管理を実施します。 

トンネル 
５年に１度の法定点検の結果を基に松山市トンネル長寿命化修

繕計画を更新し、施設の適正な維持管理を実施します。 

大型カルバート

／横断歩道橋 

及び歩道橋／ 

門型標識 

５年に１度の法定点検の結果を基に松山市道路附属物等長寿命

化修繕計画を更新し、施設の適正な維持管理を実施します。 

河川 

定期的な調査や点検で判明した修繕箇所を計画的に補修すると

ともに、耐用年数を迎える施設について、更新の手法等を検討

し、施設の適切な維持管理を実施します。 

公園 

定期点検等の結果を基に、松山市公園施設長寿命化計画を適切

な時期に改訂し、施設の長寿命化を図る。また、日常点検を実施

し、破損等による危険個所の修繕を行い、適切な維持管理を実

施する。 

農業施設／林道 

新規就農者への支援を充実させるなど、新たな担い手の確保に

取り組みます。また、各関係者と連携して、日常点検や維持管理

等を行い、適切に補修や対策工事を行うことで、施設の長寿命

化に取り組みます。 

港湾／漁港 

定期的な調査や点検で判明した修繕箇所を計画的に補修すると

ともに、劣化状況等を見極めながら、長寿命化計画を策定し、計

画的な長寿命化に取り組みます。 



- 41 - 

種別 取組の方向性 

上水道事業 
人口減少を考慮し、既存水道施設の更新にあわせた施設規模の

見直しや統廃合による維持管理コストの削減に取り組みます。 

簡易水道事業 

施設の老朽化対策などを、計画的かつ効率的に進めるととも

に、事業費の平準化や有利な財源の活用等により、安定した事

業経営を維持します。 

工業用水道事業 

施設の老朽化対策や耐震化を計画的に進めるとともに、施設の

効率化等により経費削減に努め、安定した事業経営を維持しま

す。 

下水道事業 

計画的な施設の老朽化対策に取り組むとともに、施設管理の効

率化を進め、限られた財源の中で計画的かつ効率的な施設の改

築・更新を行います。 
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第６章 計画の取組体制 

 

1. 成果検証 

(1) 検証フロー 

冒頭（第１章.４．（２）参照）に記載したとおり、計画期間中、５年ごとに取組状況を検証し、

必要に応じて計画を見直します。具体的には、次のフローに基づき検証を行います。 

なお、健全な財政運営を持続しながら老朽化対策を円滑に実施していくためには、建物

の更新時期到来前に全庁横断的な視点で施設の在り方等を含めて更新方針を検討するこ

とが重要であり、管財課から能動的に施設所管課に方針策定を働きかけていく必要がある

と考えます。 

 

[１] 更新時期到達前に更新方針の検討を開始 

 更新時期の目安となる「築６０年」が到来する前に、管財課から施設所管課に該当建物

の更新方針の策定に関する事前調査を開始し、必要に応じて関連する施設の所管課を交

えながら、施設の在り方等を踏まえて、更新方針を検討していきます。 

 

[２] 更新方針の策定 

 更新方針とは、建替えや廃止はもちろん、大規模改修による施設の延命化や、最小限度

の維持補修に留めるなど、該当建物の「量」・「コスト」に関する考え方を整理することです。 

 

[３] 更新方針を『松山市個別施設計画』に反映 

 更新方針が定まったものについては、総合管理計画の下位にあり、個別具体的な行動

計画を整理している『松山市個別施設計画』に反映していきます。 

 

[４] 更新方針に基づき老朽化対策等の実施 

 更新方針に基づく具体的な事業の実施に当たっては、従来どおり、その予算化の時期や

内容等を管財課で事前査定し、適否を判断します。 

 

[５] 方針策定状況・対策実施状況を検証 

 方針策定や老朽化対策の実施状況の進捗状況を定期的に検証し、社会情勢や財政事情

等を踏まえて、必要に応じて計画を見直しすることで、実行力を高めていきます。 

 

(2) 進捗状況の管理 

検証サイクル・検証フローを適切に実行するためにも、更新方針の策定状況はもちろん

のこと、毎年度の公共施設関連事業（施設の改修・更新等）の取組内容や実績だけでなく、

コスト情報等を管財課で把握し、計画の進捗状況の分析・管理を行います。 

 

  



- 43 - 

2. 公共施設マネジメント推進委員会 

施設の老朽化対策（建替えや廃止等）や新規整備等の公共施設マネジメントを推し進めていく

に当たっては、施設所管課が個別に対応するのではなく、厳しい財政状況の中でも健全な財政

運営を持続できるよう、全庁横断的な視点で優先的に実施する取組を判断する必要があります。

そこで、本市では、両副市長、総務部長、理財部長、総合政策部長で組織する『公共施設マネジメ

ント推進委員会』を設置し、各施設所管課は事業の構想段階で実施の可否を委員会に諮ること

としています。管財課が委員会の庶務を担当し、財政課とも連携の上、各施設所管課をサポート

します。 

また、事業の実施に当たっては、市民の皆さまに施設の現状や課題、事業の必要性などへの

理解を得た上で進めていく必要がありますので、例えば、説明会やワークショップ等の開催や、

広報誌・ホームページ等を活用した広報を通じた情報開示に努めます。 

 

 

※ 推進委員会以外にも、市長をトップとした「政策経営会議」などを活用して事業構想に対する庁内の合意

形成を図ることもあります。 
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3. 公共施設関連事業に係る予算 

施設の改修・更新等に関連する事業の予算を管財課で一元的に管理することとし、その予算

化の適否の判断や執行状況等の把握を行うことで、限られた財源を優先度の高い事業に適切に

配分できるような仕組みを構築します。具体的には以下のような取組を実施します。 

 

[取組.1] 予算の事前協議制度 

 公共施設の改修・更新等に係る予算の要求に当たっては、「管財課との事前協議制度」

を導入しています。次年度当初予算の本要求に先立ち、管財課で改修・更新等の事業を調

査・取りまとめし、老朽化度合や施設の特性、事業効果等を総合的に判断・査定し、限られ

た財源の中で優先度の高いものから事業化します。 

[取組.2] 維持・管理経費の調査 

 次年度当初予算の編成作業に当たり ff、各公共施設の維持・管理に係る経費の調査を

実施することで、公共施設を維持するために生じている財政負担の状況や推移等を把握

し、予算編成での参考資料として活用します。 

[取組.3] 未利用財産の利活用調査 

 公共施設マネジメントの取組により生じる財産のうち、将来の利活用計画が定められて

いないものや用途廃止が見込まれる財産などは管財課と財産所管課とが連携し、実態調

査等を行った上で、庁内向けに利活用調査を実施します。 

利活用希望があったものについては、公共施設マネジメント推進委員会に諮り、そこで

適切と判断された事業は、利活用に係る予算の要求など、手続きを進めていきます。 

なお、利活用の希望がない財産については、速やかに売却等の手続きを行います。 

 


